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５．運転状況記録装置を活用した運転状況分析による 
安全性向上への取組み 

 
 

交通システム研究領域 ※吉永 純  佐藤 安弘  千島 美智男  森 裕貴 
 

１．はじめに 
平成 17 年 4 月に発生した列車脱線事故への対策の

一つとして、特定要件に該当する車両に常時記録型の

運転状況記録装置の搭載が義務づけられており、現

在、多くの鉄道事業者で整備が進められている。 
この装置は、航空・鉄道事故調査委員会（当時）が

発出した建議（19 年 6 月）において、事故等以外の

事象についても鉄道事業者等が必要な分析を行い、

事業者間で活用すべき、との指摘がなされており、

安全性向上に資するものとして期待されている。 
本稿では、現状での運転状況記録装置の利用状況

及び利用のための課題について述べるとともに、今

後利用していくための取り組みについて述べる。 
２．運転状況記録装置の利用のための課題 

２．１．鉄道での利用状況の調査 
装置の搭載が義務付けられた車両（新造・既存車）

を有する鉄道事業者は約 90 社局に渡るが、整備率は

約 85%（24 年 3 月）と急速に進んでいる。記録方式

は映像記録式ではなく、数値データにより車両の動

向を常時記録する方式がほとんどを占めている。 
交通研では 23 年度において、大手民鉄会社を中心

とした 10 社に装置の利用状況を聞き取り調査したと

ころ、発生した事故等や設備故障等の分析以外には

ほとんど利用されていない状況であった（図１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 運転状況記録装置データの利用状況 

他方、装置メーカ（３社）を対象とした閲覧ソフト

ウェアに関する調査でも、日時が特定されたデータ

の閲覧・分析には優れており、事後解析に適した構

成となっているが、顕在化していない事象の検出の

ような分析法に対しては不向きな仕様となっている

ことが分かった。 
図２は、データの利用方法について、基礎的なも

のから高度なものに階層化して表したものである。

前述の航空・鉄道事故調査委員会の建議は、現在行

われているような、事故等の事後解析等を超えたデ

ータの利用方法について、その必要性や安全性向上

の効果を指摘しているものと位置づけることができ

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ データの利用状況の模式化 
２．２．鉄道での利用のための課題 
現状において、顕在化している事象の解析以外の

利用方法が行われない理由についても鉄道事業者に

聞き取りにより調査した。その結果、以下の指摘が

挙げられている。 
(1)データ回収のための作業量 

列車を入庫させ記憶媒体を取り出し、データ読

み取り装置にセットする必要があり、データの回

収や必要なデータの特定に時間がかかる。 
(2)分析ソフトウェアの不足 
専用の分析ソフトがなく、手間が膨大である。 

(3)データ回収の制度・物理的制約 
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タをいかに活用するかが課題となっていることから、

データの有効活用に向けて貢献していきたいと考え

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 列車運行安全性評価シミュレータ 
 
（2）地方鉄道の維持・活性化に関する研究 
 地方鉄道の維持・活性化を目的として、センサ技術、

モニタリング技術といった新技術や汎用技術を利用

し、また、GPS、汎用無線等の通信技術を組み合わせ

て、プローブ車両の開発や画像解析による予防保全支

援システムの開発等を行うなど、地方鉄道の保守負担

軽減、省コスト化に資する研究を実施している。 
 画像解析による予防保全支援システムは、車載の画

像センサの映像をもとに、地上信号機の現示状態や踏

切遮断機の動作状態などを画像解析により確認し、予

防保全に役立てることを目的としている。GPS を用

いて画像中における信号機や踏切遮断機の位置を算

出することにより、画像解析の処理負荷を大幅に軽減

し、リアルタイム性を確保している。得られたデータ

を蓄積していくことにより、人間では気づきにくい経

年変化を明らかにすることができ、予防保全に適用で

きるものと考えている。 
 
（3）公共交通の利用促進・利便性向上に関する研究 
 モーダルシフトを進める上で必要な公共交通の利

用促進・利便性向上に関する研究は、LRT 等の軌道

系システムやデュアルモードシステムなどの交通シ

ステム、およびそれを補完する輸送機関について評価

を行うとともに、公共交通システムの普及促進に関す

る研究を実施している。 
 LRT は、省エネルギー性が高く、乗降における上

下移動や段差が少ないため、高齢化社会が進展する中

で利用しやすい交通システムであるといえる。そのよ

うな LRT や路線バス、デュアルモードシステムなど

を対象に、道路交通と軌道系交通を模擬したシミュレ

ーションによる評価を行い、公共交通システムの導入

効果や、公共交通優先信号を導入した場合の定時性確

保に対する効果および交通流への影響などについて、

CO2 排出量など環境への影響も含め定量的評価を行

っている。 
 また、LRT 国際ワークショップや LRT 普及促進懇

話会などの開催を通じて関係者間の情報交換を行う

とともに、地方自治体や広く一般社会への理解促進・

啓発を図っている。 
 
２．２． 国際標準化への貢献と適合性評価（認証） 
 欧州では、鉄道技術の輸出を国家戦略と位置づけ、

国際標準化により、自国の技術を積極的に展開してい

る。また、多くの国が CO2 排出量の少ない鉄道に注

目し、国家プロジェクトとして鉄道整備を検討・推進

しており、我が国も国家戦略として国際標準化に積極

的に関わることが重要である。このような背景から、

交通システム研究領域では、日本の優れた鉄道技術や

当研究所の知見・経験を国際規格に反映させるため、

国際標準化活動に積極的に参画している。 
 また、日本の鉄道システムを海外へ展開するにあた

り、第三者機関から国際規格等に対する適合性認証を

取得することを要求されることが多くなり、海外展開

のハードルの一つとなっている。当研究所では、鉄道

技術標準化調査検討会（事務局：国土交通省鉄道局、

（公財）鉄道総合技術研究所、（社）日本鉄道車輌工業

会）における検討結果を踏まえ、我が国初の鉄道分野

における製品認証機関として、認定機関である独立行

政法人製品評価技術基盤機構より認定を取得した。 
 

３．今後の展開 
 交通システム研究領域では、交通システムの安全性

向上、地方鉄道の維持・活性化、公共交通の利用促進・

利便性向上に関する研究を中心に取組んでおり、これ

らの研究を通じて、交通社会の安全・安心に貢献して

いる。 
 これからも、当研究所が有する台車試験設備、シミ

ュレータといった研究資産と、安全性評価、国際規格

適合性認証のような技術力を最大限活用し、交通シス

テム技術の一端を担う立場から、国の施策を支援し、

安全で豊かな国民生活に結びつく研究に積極的に取

組んでいきたいと考えている。 
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①については、時刻やデータ列を限定し、必要なデ

ータのみ切り出すソフトウェアの利用が考えられる。

②、③、④については、車種によっても取得されるデ

ータやデータの意味合いも異なると思われる。そのた

め、意味する内容や定義、指令場所のデータか動作場

所のデータかといった属性を明確化しておくだけで

はなく、データ間の関連性や、データに含まれる誤差

の特徴も把握しておかなければ、迅速なデータの解読

は難しいと考えられる。これは時折、データを取り出

して閲覧する機会を設け、データに見慣れておくこと

が有効と考えられる。 

特に④の位置及び速度情報に含まれる誤差の影響

は大きいことから、この誤差の補正方法や基点を決定

する方法を検討しておくことは重要と考えられる。 

位置誤差は、一般に走行距離に対して数％程度生じ

る。速度検知部の構造や、車輪とレール間のすべり等

に起因し、加速時と減速時でも発生量が異なるもので

あることから、画一的に除去することは困難である。 

そこで専用ソフトを用いずに補正できる方法とし

て、一般的な表計算ソフトを活用した簡易な誤差補正

方法を検討した。取得したデータのまま市販の表計算

ソフトにより距離－速度曲線を作画すると、図４（上

は各駅停車、下は快速運転）の駅A～駅Eの真の位置

と比較し、各列車は誤差を生じている。この図により、

ある地点を何 km/h で走行したかを見ようとした場合

には、含まれる誤差が大きすぎると考えられる。 

そこで、駅停車位置を基点として位置をある程度補

正する方法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 距離－速度曲線の作画例（誤差を含む） 

 

この走行例の場合、表１のように駅間距離（真値）

と比較し、誤差の発生傾向は列車毎にほぼ同じであ

る。そのため、表１の比率を係数として各駅間の走

行距離データを除算することで真値と符合させる補

正を行う。速度についても位置と同じく、この係数

による除算により補正する。 

表１ 真の各駅間距離との比較 
区間 列車1 列車2 列車3 列車4 列車5 

A→B 105.8% 99.8% 

B→C 102.2% 96.9% 

C→D 105.8% 99.6% 

D→E 103.1% 98.4% 

103.3% 103.6% 104.4%

平均 104.4% 98.4% 103.3% 103.6% 104.4%

ただしこの補正方法は、所定停車位置に正しく停

車した前提により補正を行うため、駅でオーバーラ

ンがあった場合には、検出できない場合がある。その

場合、停止位置修正のための後進運転操作や後進速

度、次駅までの距離等を利用してオーバーランの発

生を検出する必要がある。 

補正した結果は図５のように駅位置と符合する運

転曲線となった。同図には距離－時間曲線及びノッ

チ操作についても同時に作画したが、これらの比較に

より列車相互の運転操作の比較や次節のような標準

運転曲線との対比により、他と異なる傾向を示す運

転データを検出する目的では利用可能と考えられ

る。 

また同図からは、ブレーキ指令からブレーキ動作

までの応答時間、その日の天候でのブレーキ距離や

減速力等の、車両検修に関する情報も読み取れる。 

その他、駅停車中の客扱い時間を実測することが

出来ると考えられ、ダイヤ改正時や慢性的な遅延原

因の究明に役立つものと考えられる。 
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図５ 距離－速度曲線の作画例（誤差補正処理後） 
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回収作業の実施には権者の指示が必要な内規を定

めている。物理的にもセキュリティ上の理由で常時

施錠されている（図３参照）。 
併用型装置（他の車載機器の記録機能を利用する方

式）の場合、データ回収・解析に専門知識も必要。 
(4)その他 
 その他に以下のような指摘もあった。 
・責任追求型の使われ方への懸念がある。 
・装置の導入に多大なコストを要しており、さら

に人手やコストをかけてデータを利用すること

は現状では困難。 
 
 
 
 
図３ 運転状況記録装置の搭載例（専用ケース内） 

 
２．３．自動車分野での課題への対処 
自動車分野では同様の装置として、カメラで映像を

記録する、ドライブレコーダが普及している。 
国土交通省では、搭載しただけでは事故防止効果

は期待できない、として、自動車運送事業者向けの

有効活用のための調査報告書（21 年 3 月）や事故防

止マニュアル（21 年 10 月）をとりまとめている。 
鉄道とはシステムも状況も異なるが、課題や解決

策には共通点が見られることから対策を抜粋する。 
 (1)データ回収のための作業量について 
 会社の状況に応じて、以下のような導入レベルを

選択することが提案されている。いずれのレベルで

も、得られた映像を安全教育に利用し、安全性向上

効果があることが述べられている。 
 [レベル 1]事故等を起こした車両のデータのみ回収 
 [レベル 2]新人や事故惹起者等の特定者の事故・ヒヤ

リハットを毎日回収 
 [レベル 3]乗務員全員にヒヤリハットの自己申告を

促し、その映像を回収 
 [レベル 4]全車両の事故・ヒヤリハットを回収 
(2)データ回収上の制約やその他の課題について  
 責任追及型の利用の懸念や、コストの問題について

は、ドライブレコーダ導入後に事故の減少、事故処理

の円滑化等の実際の効果が得られるに従い解消され

た事例が示されている。 
以上のように、継続できる範囲でデータ回収をする

ことと、その結果得られるメリットによりデータ回収

する意義が理解されていくことが述べられている。 
 

３．鉄道での活用方法の検討 
３．１．鉄道事業者の活用事例について 
鉄道において考えられる、データの活用をするこ

とにより得られるメリットについて述べる。 
事故等の減少や事故等の際にも客観的な記録が得

られる利点がまず挙げられる。 
さらに運転状況記録装置には、車両の各種データ

を記録する「トレインレコーダ」としての側面がある

ため、この観点から、記録されたデータから何かが

初めて分かったという経験の有無についても鉄道事

業者を対象に調査を行った。その結果、車両検修関

係のみならず、信号保安装置等の設備の管理等に役

立ったという事例が得られている。以下に一部を紹

介する。 
(1)設備管理関係 
・ATS やブレーキ動作状況から、ある中継信号機

の視認距離が短いと判明し、建植位置を変えた。 
・ホームドア指令信号と戸閉記録の比較から、リレ

ーのバタつきが判明した。 
・ORP（過走防護装置）の動作点調整に活用した。 

(2)車両検修関係 
・ブレーキ圧センサの配線の接触不良を検出した。 
・車両走行試験での測定機材替わりになる。その場

でブレーキ距離等が表示できる。 
・車両走行試験時に確認できなかった気象条件での

ブレーキ性能等を確認できる。 
(3)その他の使い方 
・ECO 運転のための研究に利用している。 

３．２．データの技術的な特徴・誤差補正 
運転状況記録装置で取得されるデータは、以下のよ

うな技術的な特徴が見られる。これにより、内容の理

解がより困難となっている。 

①データが膨大（0.2秒間隔の連続記録方式のため） 

②データの意味合いは、さまざま 

（例：指令時か、実際の動作時か） 

③複数のデータで記録領域を共用する場合がある 

 （記録領域の有効活用のため） 

④速度・位置の誤差（速度発電機の特性、滑走・空

転、車輪径設定誤差により数%の誤差が生じる） 
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①については、時刻やデータ列を限定し、必要なデ

ータのみ切り出すソフトウェアの利用が考えられる。

②、③、④については、車種によっても取得されるデ

ータやデータの意味合いも異なると思われる。そのた

め、意味する内容や定義、指令場所のデータか動作場

所のデータかといった属性を明確化しておくだけで

はなく、データ間の関連性や、データに含まれる誤差

の特徴も把握しておかなければ、迅速なデータの解読

は難しいと考えられる。これは時折、データを取り出

して閲覧する機会を設け、データに見慣れておくこと

が有効と考えられる。 

特に④の位置及び速度情報に含まれる誤差の影響

は大きいことから、この誤差の補正方法や基点を決定

する方法を検討しておくことは重要と考えられる。 

位置誤差は、一般に走行距離に対して数％程度生じ

る。速度検知部の構造や、車輪とレール間のすべり等

に起因し、加速時と減速時でも発生量が異なるもので

あることから、画一的に除去することは困難である。 

そこで専用ソフトを用いずに補正できる方法とし

て、一般的な表計算ソフトを活用した簡易な誤差補正

方法を検討した。取得したデータのまま市販の表計算

ソフトにより距離－速度曲線を作画すると、図４（上

は各駅停車、下は快速運転）の駅A～駅Eの真の位置

と比較し、各列車は誤差を生じている。この図により、

ある地点を何 km/h で走行したかを見ようとした場合

には、含まれる誤差が大きすぎると考えられる。 

そこで、駅停車位置を基点として位置をある程度補

正する方法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 距離－速度曲線の作画例（誤差を含む） 

 

この走行例の場合、表１のように駅間距離（真値）

と比較し、誤差の発生傾向は列車毎にほぼ同じであ

る。そのため、表１の比率を係数として各駅間の走

行距離データを除算することで真値と符合させる補

正を行う。速度についても位置と同じく、この係数

による除算により補正する。 

表１ 真の各駅間距離との比較 
区間 列車1 列車2 列車3 列車4 列車5 

A→B 105.8% 99.8% 

B→C 102.2% 96.9% 

C→D 105.8% 99.6% 

D→E 103.1% 98.4% 

103.3% 103.6% 104.4%

平均 104.4% 98.4% 103.3% 103.6% 104.4%

ただしこの補正方法は、所定停車位置に正しく停

車した前提により補正を行うため、駅でオーバーラ

ンがあった場合には、検出できない場合がある。その

場合、停止位置修正のための後進運転操作や後進速

度、次駅までの距離等を利用してオーバーランの発

生を検出する必要がある。 

補正した結果は図５のように駅位置と符合する運

転曲線となった。同図には距離－時間曲線及びノッ

チ操作についても同時に作画したが、これらの比較に

より列車相互の運転操作の比較や次節のような標準

運転曲線との対比により、他と異なる傾向を示す運

転データを検出する目的では利用可能と考えられ

る。 

また同図からは、ブレーキ指令からブレーキ動作

までの応答時間、その日の天候でのブレーキ距離や

減速力等の、車両検修に関する情報も読み取れる。 

その他、駅停車中の客扱い時間を実測することが

出来ると考えられ、ダイヤ改正時や慢性的な遅延原

因の究明に役立つものと考えられる。 
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図５ 距離－速度曲線の作画例（誤差補正処理後） 
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回収作業の実施には権者の指示が必要な内規を定

めている。物理的にもセキュリティ上の理由で常時

施錠されている（図３参照）。 
併用型装置（他の車載機器の記録機能を利用する方

式）の場合、データ回収・解析に専門知識も必要。 
(4)その他 
 その他に以下のような指摘もあった。 
・責任追求型の使われ方への懸念がある。 
・装置の導入に多大なコストを要しており、さら

に人手やコストをかけてデータを利用すること

は現状では困難。 
 
 
 
 
図３ 運転状況記録装置の搭載例（専用ケース内） 

 
２．３．自動車分野での課題への対処 
自動車分野では同様の装置として、カメラで映像を

記録する、ドライブレコーダが普及している。 
国土交通省では、搭載しただけでは事故防止効果

は期待できない、として、自動車運送事業者向けの

有効活用のための調査報告書（21 年 3 月）や事故防

止マニュアル（21 年 10 月）をとりまとめている。 
鉄道とはシステムも状況も異なるが、課題や解決

策には共通点が見られることから対策を抜粋する。 
 (1)データ回収のための作業量について 
 会社の状況に応じて、以下のような導入レベルを

選択することが提案されている。いずれのレベルで

も、得られた映像を安全教育に利用し、安全性向上

効果があることが述べられている。 
 [レベル 1]事故等を起こした車両のデータのみ回収 
 [レベル 2]新人や事故惹起者等の特定者の事故・ヒヤ

リハットを毎日回収 
 [レベル 3]乗務員全員にヒヤリハットの自己申告を

促し、その映像を回収 
 [レベル 4]全車両の事故・ヒヤリハットを回収 
(2)データ回収上の制約やその他の課題について  
 責任追及型の利用の懸念や、コストの問題について

は、ドライブレコーダ導入後に事故の減少、事故処理

の円滑化等の実際の効果が得られるに従い解消され

た事例が示されている。 
以上のように、継続できる範囲でデータ回収をする

ことと、その結果得られるメリットによりデータ回収

する意義が理解されていくことが述べられている。 
 

３．鉄道での活用方法の検討 
３．１．鉄道事業者の活用事例について 
鉄道において考えられる、データの活用をするこ

とにより得られるメリットについて述べる。 
事故等の減少や事故等の際にも客観的な記録が得

られる利点がまず挙げられる。 
さらに運転状況記録装置には、車両の各種データ

を記録する「トレインレコーダ」としての側面がある

ため、この観点から、記録されたデータから何かが

初めて分かったという経験の有無についても鉄道事

業者を対象に調査を行った。その結果、車両検修関

係のみならず、信号保安装置等の設備の管理等に役

立ったという事例が得られている。以下に一部を紹

介する。 
(1)設備管理関係 
・ATS やブレーキ動作状況から、ある中継信号機

の視認距離が短いと判明し、建植位置を変えた。 
・ホームドア指令信号と戸閉記録の比較から、リレ

ーのバタつきが判明した。 
・ORP（過走防護装置）の動作点調整に活用した。 

(2)車両検修関係 
・ブレーキ圧センサの配線の接触不良を検出した。 
・車両走行試験での測定機材替わりになる。その場

でブレーキ距離等が表示できる。 
・車両走行試験時に確認できなかった気象条件での

ブレーキ性能等を確認できる。 
(3)その他の使い方 
・ECO 運転のための研究に利用している。 

３．２．データの技術的な特徴・誤差補正 
運転状況記録装置で取得されるデータは、以下のよ

うな技術的な特徴が見られる。これにより、内容の理

解がより困難となっている。 

①データが膨大（0.2秒間隔の連続記録方式のため） 

②データの意味合いは、さまざま 

（例：指令時か、実際の動作時か） 

③複数のデータで記録領域を共用する場合がある 

 （記録領域の有効活用のため） 

④速度・位置の誤差（速度発電機の特性、滑走・空

転、車輪径設定誤差により数%の誤差が生じる） 

 



－ 62－

 

 

 
 

６．鉄道用予防保全システムを目指して 
 

－画像処理技術を用いた地上設備の状態判断－ 
 

 
 

交通システム研究領域   ※工藤 希  竹内 俊裕 
理事     水間 毅 
日本大学   本山信介 

 
 

１．はじめに 
 現在、多くの地方鉄道は利用者減等の課題により経

営が厳しい状態にある。しかしながら、交通政策審議

会陸上交通分科会鉄道部会の提言には地方鉄道の必

要性がうたわれている。そこで、地方鉄道における保

守コストの低減を目的として、営業車両の走行に合わ

せて地上設備（地上信号機の現示状況、踏切遮断かん

の開動作状況、発条転てつ機の転換動作状況など）を

監視し、それら設備の経年劣化を検出することで予防

保全が実現可能となるシステムを開発した。これを用

いて、実際に営業路線で実験を行った結果と、今後の

方向性について報告する。 
 

２．研究の背景 
２．１．鉄道を取り巻く状況 
 現在、地方の中小鉄道は、少子高齢化やモータリゼ

ーションの進展による利用者減、設備のメンテナンス

などによるコストが高いという課題により、経営が厳

しい状況にある。しかしながら、高齢化社会を迎え、

自動車を運転できない高齢者が増加することから、公

共交通機関としての必要性も増していくと考えられ

る。鉄道事業者も経営の合理化等を進めているもの

の、設備のメンテナンスによる費用は収益と比例しな

いため、車両、施設の適切な修繕やメンテナンスが困

難になることが問題となっている。 
２．２．本研究の位置付け 
 踏切の機器や発条転てつ機などの地上設備は、通常

は点検により機器の不具合が無いことを確認してい

るが、地方鉄道においては点検に係る負担が大きくな

っている。本研究では、設備のメンテナンスを軽減さ

せるため、簡易な装置で故障の兆候を検出することを

目的とした。 
 検出方法には、主要な設備の周辺にカメラやセンサ

などを設置して監視する方法や、専用の計測車両を用

いる方法も考えられるが、どちらもコスト低減には結

びつかない。そのため、営業列車において簡易な装置

による検知、解析を行うことが最良であると考え、

GPS やカメラを営業車両に設置し、走行中に得られ

たデータを画像解析することによる鉄道用予防保全

システムを開発することとした。簡易な装置により

日々のメンテナンスを省力化し、かつ安全性が向上す

るとともに、データを蓄積することで、最終的には通

常の検査周期を延ばすことによりコスト低減を図る。 
 本研究では、地上信号機、踏切遮断かん、発条転て

つ機を対象に開発を行った。それぞれ、 
・ 信号機：経年劣化による輝度の低下 
・ 遮断かん：モータの経年劣化による動作の遅延 
・ 発条転てつ機：スプリングやダンパの劣化による

戻り時間のずれ 
を検出することを目指している。 
 
 

 
図 1 地方鉄道の費用内訳の例 1) 

 

 

３．３．運転状況の簡易な把握・分析例 
 前掲の図５は、簡単な重ね合わせにより速度、運転

時分を比較したものだが、運行実態を視覚的に捉える

ことができる。こうした図表は、安全教育やダイヤ改

正時の資料としての利用が考えられる。 

同図中、列車１はA－B駅間で運転速度を抑えて20

秒程運転時分を要し、その後は高い速度で運転してい

る。安全上の問題はないが、C－D駅間において曲線部

の制限速度とほぼ同じ速度（速度発電機の誤差は含ま

れる。）で通過し、D 駅到着時には運転時分が短縮さ

れている様子が見られる。 

列車５についても、D-E駅間において、D－E駅間の

下り勾配中で減速せず、場内信号機まで比較的高い速

度を保ち、運転時分を稼いでいる様子が見られる。 

３．４．シミュレータによる運転状況の再現例 
当研究所の「列車運行安全性評価シミュレータ」（図

６）は、軌道回路や保安装置（ATS-S、ATS-P相当等）

を含む任意形状の線路を作成できる機能を開発した

もので、線路上には運転状況記録装置で取得したデー

タに従い列車を走行させることによって、シミュレー

ション映像により前後方や信号等の状況を視覚的に

も再現できる機能を有している。また、計画ダイヤか

らの遅延の算出や駅着発時間の記録も可能である。 

本シミュレータでの運転記録装置データの再現に

より、前後の列車との位置関係、信号機の視認可否等

のインシデントの背景要因についても分析が可能と

考えている。 

また本シミュレータは、鉄道で一般的な図表に基づ

きデータ入力できるよう、入力手順とインターフェー

スを工夫している。今回は当該鉄道事業者の協力によ

り標準運転曲線及び線形図等（閉塞割を含む）を入手

し図５の路線をシミュレータ上に作成し、各駅までの

所要時分が標準運転曲線とシミュレータで同じ秒数

になることにより確認を行った。 

  
 
 
 
 
 
 
 

図６ 列車運行安全性評価シミュレータ 外観 

前掲の図５の列車１は、C－D駅間の曲線部内でも

力行を続けて制限速度付近まで速度を上げている。そ

の状況を図７に示す。この映像は、回復運転の方法の

妥当さの判断等の材料になると考えられる。 
他方、列車５は、D-E駅間の下り勾配の途中で制動

を止めてだ行し、E駅の場内信号機付近まで高い速度

を保っている。だ行運転に切り替えた①の地点のシミ

ュレーション映像を図８に示す。直線区間で、先方の

場内信号機の青を見通せるために運転士は、高い速度

で運転をしていると推定できる。 
 

 

 

 

 

 

図７ 曲線速度制限付近までの力行運転の再現 

 

 

 

 

 

 

図８ ブレーキ点を遅らせる運転法の再現 

４．まとめ 
運転状況記録装置は導入コストが多大であるが、事

故等の分析以外にデータを活用した事例はごく一部

の鉄道事業者に限られている。データが利用されない

理由はデータ回収の手間、制度的な制約等である。 

 これらの課題は、自動車運送事業者の事例では効果

が実感できることで解決するとされている。鉄軌道に

おいてもインシデント等の検出目的以外も含め、何ら

かの目的に用いてメリットがあれば、建議の指摘す

る、記録装置の活用につながっていくと考えられる。 

 また、専用ソフトやシミュレータを用いずとも、表

計算ソフト上の簡単な誤差補正により複数列車運行

データを比較するだけでも、様々な状況の読み取りが

可能で、データを閲覧する価値は高いと考える。 

 

 当研究所では、今後とも鉄道事業者の協力を得て、

大多数の列車運行データが得られるようになった状

況を活かした、安全性向上や、運行ダイヤの研究に取

り組んで参りたいと考えている。 

場内信号機 


